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１ 学校法人名   明治大学           ２ 大学名   明治大学            

 

３ 研究組織名   明治大学ビジネス情報倫理研究所             

 

４ プロジェクト所在地   東京都千代田区神田駿河台 1－1         

 

５ 研究プロジェクト名   組織情報倫理学：営利および非営利組織における情報倫理問題へ

の対応のための政策提言に関する研究  

 

６ 研究観点    研究拠点を形成する研究       

 

７ 研究代表者 
研究代表者名 所属部局名 職名 

村田 潔 商学部 教授 

 

８ プロジェクト参加研究者数  22 名 

 

９ 該当審査区分    理工・情報     生物・医歯     人文・社会  

 

１０ 研究プロジェクトに参加する主な研究者 
研究者名 所属・職名 プロジェクトでの研究課題 プロジェクトでの役割 

村田 潔 
商学部・教

授 

ICT を用いた組織による直接

的・間接的監視と専門職倫

理に関する研究（SP1） 

研究代表者，SP1 主査 

監視と専門職倫理を中

心とする組織情報倫理

学への商学・情報科学・

哲学・倫理学的アプロー

チ 

小笠原 泰 
国 際 日 本

学部・教授 

センシティブ情報の組織間で

の通信・共有と文化に関する

研究（SP2） 

SP2 主査 

個人情報保護を中心と

する組織情報倫理学へ

の経営学・日本文化論

的アプローチ 

アダムス，アンドリュ

ー A. 

大学院・特

任教授 

FLOSS を利用した組織情報

システムの構築・運用に関す

る研究（SP3） 

SP3 主査 

組織の社会責任を中心

とする組織情報倫理学

への情報科学・法学的

アプローチ 

中西 晶 
経営学部・

教授 

セキュリティシステムの実効

性確保のための組織的対応

に関する研究（SP４） 

プロジェクトマネージャ，

SP4 主査 

セキュリティを中心とす

る組織情報倫理学への

心理学・社会学的アプロ



（様式 2） 
 

法人番号 131092 
プロジェクト番号 S1291006 

 
ーチ 

牛尾 奈緒美 

情報コミュ

ニケーショ

ン学部・教

授 

情報化する組織とジェンダー

に関する研究（SP5） 

SP5 主査 

ジェンダーを中心とする

組織情報倫理学への経

営学的アプローチ 

歌代 豊 
経営学部・

教授 

セキュリティシステムの実効

性確保のための組織的対応

に関する研究（SP4） 

セキュリティを中心とす

る組織情報倫理学への

経営学的アプローチ 

齋藤 孝道 
理工学部・

教授 

セキュリティシステムの実効

性確保のための組織的対応

に関する研究(SP4) 

セキュリティを中心とす

る組織情報倫理学への

情報工学的アプローチ 

清水 一之 
経営学部・

准教授 

FLOSS を利用した組織情報

システムの構築・運用に関す

る研究（SP3） 

組織の社会責任を中心

とする組織情報倫理学

への経営学的アプロー

チ 

浅井 亮子 

研究・知財

推進機構・

研 究 推 進

員 

情報化する組織とジェンダー

に関する研究（SP5） 

ジェンダーを中心とする

組織情報倫理学への政

治学・社会学的アプロー

チ 

レンネルフォッシュ，

トーマス・タロウ 

研究・知財

推進機構・

研 究 推 進

員 

FLOSS を利用した組織情報

システムの構築・運用に関す

る研究（SP3） 

組織の社会責任を中心

とする組織情報倫理学

への経営工学・哲学・倫

理学的アプローチ 

（共同研究機関等） 

井戸田 博樹 

近 畿 大 学

経済学部・

教授 

セキュリティシステムの実効

性確保のための組織的対応

に関する研究 

セキュリティを中心とす

る組織情報倫理学への

経営学的アプローチ 

上杉 志朗 

松 山 大 学

経営学部・

教授 

センシティブ情報の組織間で

の通信・共有と文化に関する

研究 

個人情報保護を中心と

する組織情報倫理学へ

の経営学的アプローチ 

岡田 仁志 

国 立 情 報

学 研 究 所

情 報 社 会

相 関 研 究

系・准教授 

セキュリティシステムの実効

性確保のための組織的対応

に関する研究 

セキュリティを中心とす

る組織情報倫理学への

法学的・政策科学的アプ

ローチ 

折戸 洋子 

愛 媛 大 学

社 会 共 創

学部・准教

授 

ICT を用いた組織による直接

的・間接的監視と専門職倫

理に関する研究 

監視と専門職倫理を中

心とする組織情報倫理

学への商学的アプロー

チ 

小島 愛 

立 命 館 大

学 経 営 学

部・准教授 

センシティブ情報の組織間で

の通信・共有と文化に関する

研究 

個人情報保護を中心と

する組織情報倫理学へ

の商学的アプローチ 

新保 史生 

慶 応 義 塾

大 学 総 合

政策学部・

教授 

ICT を用いた組織による直接

的・間接的監視と専門職倫

理に関する研究 

監視と専門職倫理を中

心とする組織情報倫理

学への法学的アプロー

チ 



（様式 2） 
 

法人番号 131092 
プロジェクト番号 S1291006 

 

高橋 裕 

専 修 大 学

商学部・教

授 

ICT を用いた組織による直接

的・間接的監視と専門職倫

理に関する研究 

監視と専門職倫理を中

心とする組織情報倫理

学への経営学・工学的

アプローチ 

千代原 亮一 

大 阪 成 蹊

大学マネジ

メント学部・

准教授 

ICT を用いた組織による直接

的・間接的監視と専門職倫

理に関する研究 

監視と専門職倫理を中

心とする組織情報倫理

学への法学的アプロー

チ 

鄭 雅英 

立 命 館 大

学 経 営 学

部・教授 

センシティブ情報の組織間で

の通信・共有と文化に関する

研究 

個人情報保護を中心と

する組織情報倫理学へ

の社会学的アプローチ 

仲田 誠 

筑 波 大 学

大 学 院 人

文 社 会 科

学研究科・

教授 

センシティブ情報の組織間で

の通信・共有と文化に関する

研究 

個人情報保護を中心と

する組織情報倫理学へ

の社会心理学・哲学・倫

理学的アプローチ 

中谷 常二 

近 畿 大 学

経営学部・

准教授 

FLOSS を利用した組織情報

システムの構築・運用に関す

る研究 

組織の社会責任を中心

とする組織情報倫理学

への経営学・倫理学的

アプローチ 

山崎 由香里 

成 蹊 大 学

経済学部・

教授 

セキュリティシステムの実効

性確保のための組織的対応

に関する研究 

セキュリティを中心とす

る組織情報倫理学への

経営学・心理学・社会学

的アプローチ 

 

＜研究者の変更状況（研究代表者を含む）＞ 

旧 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

ICT を用いた組織によ

る直接的・間接的監視

と専門職倫理に関する

研究 

愛媛大学法文学

部・専任講師 
折戸 洋子 

監視と専門職倫理を中

心とする組織情報倫理

学への商学的アプロー

チ 

（変更の時期：平成２４年４月１日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

愛媛大学法文学部・

専任講師 
愛媛大学法文学部・准教授 折戸 洋子 

監視と専門職倫理を

中心とする組織情報

倫理学への商学的ア

プローチ 

 

旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

セキュリティシステムの 成蹊大学経済学 山崎 由香里 セキュリティを中心とす
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実効性確保のための組

織的対応に関する研究 

部・准教授 る組織情報倫理学への

経営学・心理学・社会学

的アプローチ 

（変更の時期：平成２４年４月１日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

成蹊大学経済学部・

准教授 
成蹊大学経済学部・教授 山崎 由香里 

セキュリティを中心と

する組織情報倫理学

への経営学・心理学・

社会学的アプローチ 

 

旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

情報化する組織とジェ

ンダーに関する研究 

日本大学生産工

学部・助教 
浅井 亮子 

ジェンダーを中心とする

組織情報倫理学への政

治学・社会学的アプロー

チ 

（変更の時期：平成２４年９月１日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

日本大学生産工学

部・助教 

明治大学研究・知財戦略機

構・研究推進員 
浅井 亮子 

ジェンダーを中心とす

る組織情報倫理学へ

の政治学・社会学的

アプローチ 

 

旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

セキュリティシステムの

実効性確保のための組

織的対応に関する研究 

追手門学院大学

経営学部・教授 
井戸田 博樹 

セキュリティを中心とす

る組織情報倫理学への

経営学的アプローチ 

（変更の時期：平成２５年４月１日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

追手門大学経営学

部・教授 
近畿大学経済学部・教授 井戸田 博樹 

セキュリティを中心と

する組織情報倫理学

への経営学的アプロ

ーチ 

 

旧 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 
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FLOSS を利用した組織

情報システムの構築・

運用に関する研究 

明治大学経営学

部・専任講師 
清水 一之 

組織の社会責任を中心

とする組織情報倫理学

への経営学的アプロー

チ 

（変更の時期：平成２５年４月１日） 

 

 

新 
変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

明治大学経営学部・

専任講師 
明治大学経営学部・准教授 清水 一之 

組織の社会責任を中

心とする組織情報倫

理学への経営学的ア

プローチ 

 

旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

ICT を用いた組織によ

る直接的・間接的監視

と専門職倫理に関する

研究 

慶応義塾大学総

合政策学部・准

教授 

新保 史生 

監視と専門職倫理を中

心とする組織情報倫理

学への法学的アプロー

チ 

（変更の時期：平成２５年４月１日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

慶応義塾大学総合

政策学部・准教授 

慶応義塾大学総合政策学

部・教授 
新保 史生 

監視と専門職倫理を

中心とする組織情報

倫理学への法学的ア

プローチ 

 

旧 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

FLOSS を利用した組織

情報システムの構築・

運用に関する研究 

近畿大学経営学

部・准教授 
中谷 常二 

組織の社会責任を中心

とする組織情報倫理学

への経営学・倫理学的

アプローチ 

（変更の時期：平成２７年４月１日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

近畿大学経営学部・

准教授 
近畿大学経営学部・教授 中谷 常二 

組織の社会責任を中

心とする組織情報倫

理学への経営学・倫

理学的アプローチ 
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旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

セキュリティシステムの

実効性確保のための組

織的対応に関する研究 

明治大学理工学

部・准教授 
齋藤 孝道 

セキュリティを中心とす

る組織情報倫理学への

情報工学的アプローチ 

（変更の時期：平成２７年４月１日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

明治大学理工学部・

准教授 
明治大学理工学部・教授 齋藤 孝道 

セキュリティを中心と

する組織情報倫理学

への情報工学的アプ

ローチ 

 

旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

ICT を用いた組織によ

る直接的・間接的監視

と専門職倫理に関する

研究 

愛媛大学法文学

部・准教授 
折戸 洋子 

監視と専門職倫理を中

心とする組織情報倫理

学への商学的アプロー

チ 

（変更の時期：平成２８年４月１日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

愛媛大学法文学部・

准教授 

愛媛大学社会共創学部・准

教授 
折戸 洋子 

監視と専門職倫理を

中心とする組織情報

倫理学への商学的ア

プローチ 
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１１ 研究の概要（※ 項目全体を１０枚以内で作成 ） 

（１）研究プロジェクトの目的・意義及び計画の概要 

本研究プロジェクトは，営利ならびに非営利組織における情報倫理問題，すなわち ICT
（情報通信技術）の利用がもたらす社会・倫理問題への事前的・事後的対応のための政策

（ポリシー：組織や政府・自治体がとるべき具体的対応策・方法）提言のための世界的研究拠

点の形成を目的とする。具体的には以下の先端的かつ社会的重要性が高い情報倫理問題

領域に関してサブプロジェクト（SP）を設定し，国内と海外の研究者からなる最適な研究チー

ムを柔軟に組織して研究を推進する。 
 SP1：「ICT を用いた組織による直接的・間接的監視と専門職倫理」 

 組織が個人情報をリアルタイムに収集・蓄積・利用・共有していることと，Facebook や

Twitter のようなソシアルメディアが個人ネットユーザの自己ならびに他者の個人情報の

開示行動を促進し，ソシアルメディアに公開された個人情報を組織が収集・利用している

現状を踏まえ，こうした新しい情報環境におけるプライバシー保護と組織で働く ICT 専門

家の専門職倫理のあり方に対する具体的提言を行う。 
 SP2：「センシティブ情報の組織間での通信・共有と文化」 

 医療情報や戸籍情報のようなセンシティブ情報の共有システムが構築・利用されてい

る現状を分析し，グローバルに有効かつローカル文化において受容可能な個人情報保

護，とりわけセンシティブ情報を扱う情報システム構築・運用のあり方を解明する。 
 SP3：「FLOSS を利用した組織情報システムの構築・運用」 

 現在，多くの組織で行われている FLOSS（Free/Libre and Open Source Software：
ソースコードが公開され，プログラムの修正ならびに再配布が自由なソフトウェア）を利用

した情報システム構築が，システム品質に対する組織責任を曖昧にしうる状況を明らか

にし，情報システムの構築と運用に関する組織の社会責任とガバナンスのあり方につい

て提言を行う。 
 SP4：「セキュリティシステムの実効性確保のための組織的対応」 

 技術的なセキュリティシステムの導入のみでは安全・安心な組織情報管理が実現でき

ないことを明らかにし，セキュリティ確保に向けた人的・組織的対応について検討する。 
 SP5：「情報化する組織とジェンダー」 

 「男性的技術」と言われる ICT の導入が組織において引き起こしうるジェンダー問題に

注目し，その解決に向けた具体的政策提案を行う。 
これらの SP の研究課題はそれぞれ独特の問題特性を持つ一方で，プライバシーや ICT

プロフェッショナリズムなどとの関わりにおいて相互に関連しあっており，SP 間での研究成果

の共有を通じてより深い研究の進展・促進を図る。また，ICT のグローバル性を考慮して，い

ずれの SP においても国内外での調査ならびに海外研究協力者との共同研究を軸に国際比

較研究を行う。 
ICT 依存社会ともいえる現代社会では，ICT を利用した情報システムの質が組織活動の

質に直結し，人々の生活の質を左右する一方で，ICT をはじめとする技術には負の側面が

必然的に存在し，これがもたらす社会的影響をできる限り抑制するための具体的政策の立案

と実行が物質的・精神的豊かさの実現，人間的価値・人権の尊重，さらには安全・安心の確

保のためには不可欠であり，この点に本プロジェクトの社会的意義を見出すことができる。ま

た，社会的影響力を持つ ICT の開発・運用と利用は主として組織によって行われる。

Facebook や Twitter などに見られるように，ICT の開発が当初は少数の個人によって行わ

れたとしても，ユーザ数が増大するにつれて追加的な技術開発と ICT の運用は必然的に組

織化され，またその一方で組織がユーザとして加わることによって ICT の利用範囲と社会的
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影響は大幅に増大することになる。このことは，「組織」を対象とする情報倫理研究に取り組

む本プロジェクトの社会的有用性・有効性を示すものであり，さらに，営利組織のみならず非

営利組織における情報倫理問題をも研究対象にする点で本プロジェクトは世界的にもユニー

クで，高い学術的価値を有している。 
情報倫理研究においては，ICTがユニバーサルツールとして人間活動のほとんどあらゆる

側面に適用可能であるという特性を反映して必然的に学際的なアプローチをとることが要求

され，また ICTのグローバル性ゆえに国際的な枠組みで研究を行うことが必要とされる。そこ

で本研究プロジェクトでは研究目的達成のために本学所属の研究者を中心に，国内および

海外の研究者・研究組織の協力を得て，商学，経営学，情報科学・工学，社会学，政治学，

心理学，法学，哲学，倫理学等の領域をカバーする研究者から成る国際的な研究組織を構

成し，学際的アプローチを採用すると同時に，グローバルな視点と日本さらには東アジアとい

うローカルな視点を融合させつつ研究活動を行う。この研究体制および方法は，これまで西

欧諸国を中心に研究がおこなわれてきた情報倫理研究に，日本ならびに東アジアの社会・文

化的特性を考察対象として積極的に取り込むものであり，世界的にも類を見ない試みであ

る。この点にも本研究プロジェクトの学術的意義と価値を見出すことができる。 
本研究プロジェクトでは，5 年間の研究期間において以下のようなステップで研究活動を展

開し，「組織情報倫理学」の世界的研究拠点を形成する。全期間を通じてコンスタントにオン

ライン／オフラインミーティングならびに海外・国内学術誌への論文投稿，国際会議・国内学

会での研究報告を行う。 
 2012 年度＜共同研究の基盤形成＞情報共有サーバシステム構築，文献研究，組織調

査，海外調査，シンポジウム・公開講座等 
 2013 年度＜共同研究の展開＞アンケート調査，聞き取り調査，シンポジウム・公開講座

等 
 2014 年度＜共同研究の中間報告＞中間報告書の作成，国際会議開催，シンポジウム・

公開講座等 
 2015 年度＜中間報告を踏まえた研究展開＞研究成果の体系化，研究書出版企画，シ

ンポジウム・公開講座等 
 2016 年度＜共同研究の総括報告＞研究報告書作成，国際会議開催，研究書出版，シ

ンポジウム・公開講座等 
研究成果の公表は，世界に向けた情報発信を実現すべく，英文論文の査読付学術誌への

投稿（年間 10 件以上を目標とする）ならびに国際会議での報告（年間 20 件以上を目標とす

る）を中心に行われ，また研究成果の国内の研究者・実務家・学生・大学院生への還元のた

めに国内学会誌への和文論文投稿，国内学会での研究報告を行い，海外研究協力者を交

えたシンポジウム・公開講座をそれぞれ年 1 回開催する。さらに，本プロジェクトの最終年度

には組織情報倫理学に関する研究書を和文・英文双方で出版する。 

 

（２）研究組織 

本研究プロジェクトは明治大学ビジネス情報倫理研究所の研究活動を基礎に，同研究所

を国内・海外研究者の人的ネットワーク形成・増強を軸に「権利自由，独立自治」という明治

大学の建学の理念にも合致した世界的研究拠点へと発展させるものである。同研究所は

2006 年 4 月の設置以来，わが国唯一の情報倫理研究拠点として国内の情報倫理研究をリ

ードし，また国際的な研究活動の場での情報発信と国際会議の開催を通じて国際的認知を

高め,多くの海外研究者との研究協力関係を築いており，世界に先駆けて組織情報倫理学の

研究を国際的研究枠組みの中で行う体制が整えられている。 
本研究プロジェクトにおいては，同研究所所長の村田が研究代表者を務め，プロジェクト全
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体の方向性を示し，研究レベルの維持ならびに進捗管理を行っている。また，進捗管理につ

いては，中西がプロジェクトマネージャを務め，ダブルチェック体制を築いている。 
 同研究所の研究員である明治大学所属の10名の研究者（内2名は研究推進員（共同研究

員・客員研究員））ならびに同研究所客員研究員である国内他大学所属の 12 名の研究者が

本研究のコアメンバーとしてプロジェクトの推進に携わっており，この他に大学院博士前期課

程学生 2 名，博士後期課程学生 5 名（内 1 名は RA）がそれぞれの研究の一環として本研究

プロジェクトの活動をサポートしている。各 SP については，明治大学所属の研究員が主査を

務め（SP1：村田，SP2：小笠原，SP3：アダムス，SP4：中西，SP5：牛尾），月 1 回開催される

主査会議を通じて，各SPの研究推進ならびにその相互チェックと，SP間をまたがるテーマに

関する研究活動の調整，ならびに予算執行に責任を負っている。また，プロジェクトの全メン

バーが参加する全体会議を年 2 回開催し，研究の進捗状況を確認している。 
また，同研究所には海外からの短期・長期の訪問研究員が常態的に滞在し（2012 年 4 月

～2017 年 3 月に 7 名が滞在），本プロジェクトの共同研究に携わった。さらに，英国・デュモ

ンフォート大学 CCSR（Centre for Computing and Social Responsibility），英国・オックス

フォード大学 OII（Oxford Internet Institute），スウェーデン・ウプサラ大学 CEST（Center 
for Ethics, Sustainability, and Technology），カナダ・クイーンズ大学 SSC（Surveillance 
Studies Centre）をはじめとする海外の情報倫理研究組織ならびに L.フロリーディ教授（オッ

クスフォード大学），I.ブラウン教授（オックスフォード大学），B.シュタール教授（デュモンフォ

ート大学），I.カヴァサツォポウロス教授（ウプサラ大学），M.アリアス・オリバ教授（ロビーライ

ビルジリ大学），A.M.ララ・パルマ教授（ブルゴス大学），U.パガロ教授（トリノ大学），G.グリー

ンリーフ教授（ニューサウスウェールズ大学），D.ムラカミ・ウッド准教授（クイーンズ大学），G.
グナセケラ准教授（オークランド大学），張善喻教授（香港大学），S.ホングラダロム教授（チュ

ラロンコン大学），H.ニッセンバウム教授（ニューヨーク大学）ら，世界第一線の情報倫理研究

者との研究協力関係を確立しており，世界的な規模での研究活動が推進されている。 

 

（３）研究施設・設備等 

明治大学駿河台キャンパス・グローバルフロント 8 階 408A 号室（約 50 ㎡）に開設されて

いるビジネス情報倫理研究所には，研究遂行に必要な情報通信機器（パソコン，プリンタ，複

写機等）が備えられ，研究スペース，会議スペース，書庫スペース（関連図書・資料を閲覧可

能な形で保管）が設置されており，研究スタッフによる研究活動に利用されている。 
 研究スタッフは大学施設への入構制限がある時期を除いて， 7 時～22 時にこの施設を自

由に利用することができる。また，RA（博士後期課程学生）が週 2 日間（9 時～16 時：12 時

～13 時は昼食休憩）研究所に滞在し，研究スタッフのサポートをしている。 

 

（４）研究成果の概要 ※下記、１３及び１４に対応する成果には下線及び＊を付すこと。 

＜成果達成度＞ 

本研究プロジェクトは申請時の計画を上回る形で研究成果をあげている。2017 年 3 月 31
日現在で，出版・刊行が確定しているものを含めて，研究業績は英文論文 66 本（内査読有

51 本），和文論文 87 本（内査読有 20 本），図書 10 冊（英文図書 3 冊，スウェーデン文図書

1 冊，和文図書 6 冊），国際会議報告 181 件，国内学会報告 143 件に達しており，また 3 回

の国際会議（一部は一般公開）と 4 回の国際ワークショップを本研究プロジェクトで主催して

いる。さらに，解説記事が 46 本（内英文記事 2 本）公開され，一般公演も 63 件行われてお

り，またプロジェクトの活動については和文・英文双方の専用ウェブサイトで公開され，研究

成果の社会還元も積極的に進められている。さらに，組織情報倫理研究者間の人的ネットワ

ークも本研究プロジェクトの 5年間の活動の中で大きく広がり，明治大学ビジネス情報倫理研
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究所を組織情報倫理研究の世界的研究拠点として確立することができた。 

 

＜優れた成果が上がった点＞ 

本研究プロジェクトの当初の計画通り，SP1～SP5 を有機的に連動させ，国内と海外の研

究者からなる最適な研究チームを柔軟に組織して研究を推進した結果，以下のような優れた

研究成果を上げることができた。 
 

(a) SP1，SP2，SP3，SP4に関わる研究として，国家（情報）機関による無差別大量監視に関

するエドワード・スノーデンによる暴露が社会に与えた影響の国際比較研究 を行い，多数の

研究成果を公表した（雑誌論文[1][2][3][4][5][7][8][9][14][23][24][25][30][31][36][37]；学
会発表[8][9][11][77][79][88][89][260]）。その一環として情報倫理の専門学術誌である

Journal of Information, Communication and Ethics in Society 第 15 巻第 3 号に村田

とアダムスがゲストエディタとなって Following Snowden 特集号 を組み，村田，アダムス，

折戸が寄稿（雑誌論文[1][2][3][4][5][7][8][9][14]）している点は，特筆に値する。 
 
(b) SP1～SP5 に関連する議論を網羅した『日本情報経営学会誌』組織情報倫理特集号（第

37 巻第 2 号）を折戸と村田がゲストエディタとして編集し，浅井，牛尾，折戸，村田，レンネル

フォッシュ（雑誌論文[6][13][67][68][80]）と本研究プロジェクトに多大な貢献をしたスペイン・

ブルゴス大学のララ・パルマ教授が寄稿をしている。なお，本特集号をベースに和文書籍『組

織情報倫理学』を出版する計画が進行中である。 
 
(c) 本研究プロジェクトの研究成果を背景として，レンネルフォッシュと村田が編者を務める

英文専門書 Japanese Ethics and Technology（図書[1]）が Springer 社から出版されるこ

ととなり，仲田，村田，レンネルフォッシュが寄稿をしている。本書は西田幾多郎，和辻哲郎，

鈴木大拙，湯浅泰雄，今道友信などによって示された哲学・倫理思想と ICT を中心とする技

術との関連についての論考を収録するもので，他に類を見ない構成となっており，本研究プ

ロジェクトの掉尾を飾るにふさわしい内容となっている。 
 
(d) ビッグデータ，IoT（Internet of Things）や人工知能，ロボットといった先端的 ICT に関

する哲学的，倫理学的・法学的考察 を，他に先駆けて展開してきている（雑誌論文[10][11] 
[12][61][71][73][74][75][79][85][91]～[100][125][140]；学会発表[1][3][21][33][44] 
[56][90][118][130][133][167][196]～[199][205][215][224]）。 
 
(e) ブロックチェーンおよび仮想通貨に関わる倫理的・社会的問題 についての先進的考察を

展開した（雑誌論文[81]；学会発表[24][40][60][243][246]）。 
 
(f) 日本の文化的・社会的背景を考慮に入れた「日本におけるプライバシー保護の現状とあり

方」について他の追随を許さない独創的な研究成果を公表した（雑誌論文[18][33][39][40] 
[44][64][90][111][118][129][135]；学会発表[5][6][7][19][25][63][65][96][100] 
[103][135][163][175][176][247][290][291][310]）。 
 
(g)ソシアルメディアやパーソナライズドマーケティングの普及により 「参加型監視環境」が形

成され，人々の自律性やアイデンティティに対する深刻な影響がもたらされうること を多面的

に分析し，多くの研究成果を公表した（雑誌論文 [35][60][63][80][83][143]；学会発表

[97][127][128][164][218][236][237][241][242][295][297][319][321][322]）。 
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(h) FLOSSの普及との関連性において現代情報社会における「所有」概念の再考が必要で

あることを世界に先駆けて示した（雑誌論文[21]；学会発表[78][104][106][134]）。 
 
(i) 「高信頼性組織」をキー概念としたセキュリティシステムの実効性確保のための組織的対

応について研究し，多くの研究成果を公表した（雑誌論文[126][127][142][149][152][153]；
学会発表[17][58][121][136][144][145][156][167][177][207][220][232]～[235][278] 
[282][286][287][288][293][294][314]～[318][324]）。その一方で，セキュリティ技術の提

案 （雑誌論文[107]；学会発表[2][28][29][52][53][184][188][190][191][192][193][200]～
[203][210]～[214][216][221][222][223][230][238][244][245][259][262][265][273][274] 
[275][61][62]）ならびにセキュリティとプライバシーとの対立構図について理論的分析を行っ

た（雑誌論文[38]）。 
 
(j) ICT の浸透が進む職場における女性従業員の活性化とその阻害要因 について多角的な

視点から論じた（雑誌論文[82][105][106][116][117][145]；図書[9]；学会発表[101][110] 
[211][239][269][301]）。 
 
(k) 非営利組織，とりわけ ヘルスケア関連組織における情報化に関連する倫理的・社会的・

法的問題 について多様な視点から考察をすすめた（雑誌論文[34][69][84][86][87][108] 
[109]；学会発表[16][189][292]）。 
 
(l) ICT を用いた遠隔教育に関する倫理的・社会的問題 について考察を行った（雑誌論文

[42][43][45][48][49][55][56][57][58]；学会発表[107][111]）。 
 
(m) ビッグデータの活用環境が整う中で「電子的に不死」になった人間の 「死後のプライバシ

ー」について，世界に先駆けて，その概念化と保護の必要性 を論じた（学会発表[90]）。 
 
(n) 上杉が編集し，上杉，岡田，折戸，村田が寄稿した IT Enabled Services（図書[4]）が社

会情報学会 2014 年度優秀文献賞を受賞した。 
 
(o) 本研究プロジェクトを基盤として センシティブ情報に関する国際比較研究 に着手した（学

会発表[20][182][208][270][296]）。 
 
＜課題となった点＞ 
本研究プロジェクトを推進した 5 年間だけを見ても，ICT の発展には目覚ましいものがあ

り，それが経済・社会に普及することに伴って新たな情報倫理問題が見出されてきたため，

組織情報倫理学の研究内容を充実させるために，ICT の開発と利用に関わる倫理問題のプ

ロアクティブな把握・分析ならびに対応策の提言と同時に，たとえばドローンによる監視や自

動運転車の倫理など，現実に発生しつつある倫理問題へのキャッチアップを求められること

となった。このため，当初予定されていた研究内容を多少なりとも変更することが，本研究プ

ロジェクトの成功のために必要となり，その対応をできる限り柔軟に行ったため，最終年度に

出版する予定であった組織情報倫理学に関する和文ならびに英文研究書の編集作業が遅

延することになった。 
また，SP2の主要な研究課題であるセンシティブ情報の国際比較研究については，個人情

報のセンシティビティに関する人々の認知を調査するための方法論を確立するのに時間を要

したため，最終年度にようやく日本国内でのパイロット調査を行うことができた。これは，文化

や ICT の利用文脈を無視して個人情報のセンシティビティを一律には定義できないことが，
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本研究プロジェクトの一環として2014年8月に行われたスウェーデンへの訪問調査で明らか

になったことによる。たとえば，日本では個人の宗教や民族，勤労者の団結権，団体交渉そ

の他団体行動の行為に関する事項はセンシティブ情報と考えられている一方で，スウェーデ

ンではこれらはセンシティブ情報ではなく，実質的にほぼパブリック情報に近い位置づけとな

っている。したがって，多様な情報倫理問題を研究の対象とする本研究プロジェクトにおいて

は，センシティブ情報の統一した定義よりもむしろ，センシティビティを文化・状況依存的特質

を持つものであることを前提として，特定の文脈において組織間での個人情報共有・活用が

行われるときに，センシティブ情報がどのように定義されるのか，またそれがグローバルな個

人情報共有・活用にどのように影響するのかを明確化していく方向で検討を進める必要があ

った。この点については，米国・ニューヨーク大学のニッセンバウム教授の協力を得て，彼女

が提唱している「コンテクスチュアル・インテグリティ」（特定のコンテクストの中で確立されてい

る規範にしたがって情報の流通を行うことが情報プライバシー保護に結びつくという考え方）

に基づいて開発された調査票を用いて対応できる見込みがついており，日本，英国，米国，

スウェーデン，スペイン，オーストリア，UAE，ナイジェリア，マレーシアでの調査が予定され

ている。 
 
＜自己評価の実施結果と対応状況＞ 
全体の研究プロジェクトの進捗管理・自己点検・改善活動を確実に行うため，研究代表者

に加えて，2014 年 7 月にプロジェクトマネージャを設置し，中西晶がその任についている。 
また，明治大学研究企画推進本部会議（研究支援事業に係る専門部会）において，研究

代表者から提出された 
①研究達成度・自己点検表， 
②私立大学戦略的研究基盤形成支援事業（研究年度）全体研究計画・ロードマップ 
③提出前の私立大学戦略的研究基盤形成支援事業に係る中間評価（研究進捗状況報告

書）および事後評価（研究成果報告書概要） 
について各年度に確認・点検作業を行い，研究代表者にその結果をフィードバックしている。 
④なお、上記①～③については、 
私立大学戦略的研究基盤形成支援事業学内選考および採択後の進捗管理体制に関する内

規を制定している。具体的な取り組みについては、本学の以下の HP に掲載されている。 
http://www.meiji.ac.jp/research/promote/index.html 
 自己点検・自己評価を行ったことによる具体的効果としては，センシティブ情報の研究に関

して「状況整合性（Contextual Integrity）」に基づくプライバシー概念を用いた研究が有効

であることが見出されたこと，また FLOSS 研究と専門職倫理研究の結びつきを意識した研

究を進めるべきであることが研究メンバー間での共通認識として得られたことをあげることが

できる。 
 
＜外部（第三者）評価の実施結果と対応状況＞ 
 2014年度において研究進捗状況報告書に基づく中間評価が行われ，2名の私立大学戦略

的研究基盤形成支援検討会専門委員の評価結果はともに A 評価（着実な進捗が見られる）

であった。評価に伴い，課題として，「5 つのサブプロジェクト相互の交流・連携を図り，より有

機的にそれらが発展していくことが望ましい」ということが指摘された。この点については，上

記＜優れた成果が上がった点＞でも述べたように，SP1～SP5 の有機的連携の結果として

の研究成果が多数上がっている。 
 また，すでに＜研究達成度＞で示したように，また下記「１３ 研究発表の状況」に詳述され

ているように，本研究プロジェクトでは，研究者を主たる読者・対象とする研究業績が多数公

開・公表され，その結果として研究内容について専門知識に基づく多くの意見や質問を得る
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ことができ，このことによって研究内容をより充実したものにすることができた。 
他方，一般の人々に対する研究成果の公開については，一般講演が 63 件行われており，

一般誌向けの解説記事も 46 本にのぼっている。マスメディアへの発信に関しては新聞記事

15 件，新聞への情報提供・取材協力 8 件，ラジオ出演 2 件が行われた。 
 
＜研究期間終了後の展望＞ 
 5 年間にわたる本研究プロジェクトの研究活動の結果，研究拠点である明治大学ビジネス

情報倫理研究所を組織情報倫理学研究の世界的拠点とすることには成功した。その一方

で，まだ最終的な研究成果の上がっていない研究課題もあり，また ICT の急速な発展と社

会・経済への広く深い浸透によってその存在が認識されつつある組織情報倫理学上の研究

課題も存在しており，それらに対しては本プロジェクトの成果をベースとして検討することがで

きると考えられる。具体的には，今後 3 年間において以下のような研究課題に取り組むことを

計画している。 
(a) 個人情報のセンシティビティに関する国際比較研究：＜課題となった点＞で述べたよう

に，この研究課題については，最終的な研究成果を公表しておらず，2017 年秋には調査研

究を実施する予定にしている。 
 
(b) サイボーグ倫理：近年，研究開発が進められているウェアラブルコンピューティングデバ

イスやインプランタブルコンピューティングデバイスについては，人間の生来の能力を技術に

よって大幅に拡張する方向での利用が目指されており，いわば人間のサイボーグ化を促進

する技術であると理解することができる。こうした技術の社会的受容性と，サイボーグ化技術

の利用が人間存在や社会のあり方に対して与える影響について国際比較研究を進めてい

く。本研究については，すでに日本を含む 6 カ国におけるパイロットスタディが行われている。 
 
(c) ビッグデータならびに IoT に関わるプロフェッショナリズム：ビッグデータや，センサー技術

とビッグデータ解析とを組み合わせた IoT の実践においては，常時監視の下で収集される大

量の個人情報が利用されているだけではなく，オープンソース化されたソフトウェアが情報シ

ステムを構成するモジュールとして利用されている。このことは，情報品質ならびに情報シス

テム品質に関する ICTエンジニアや ICT関連企業の責任の所在をあいまいにする側面を有

している。このことを念頭に，現在の先端的 ICTの利用におけるプロフェッショナリズムのあり

方について検討を加える。 
 
(d) AI・ロボットの普及が人間存在や社会に与える影響：AI や AI を搭載したロボットが普及

することで，現在存在している多くの職業が失われているといわれている。また，家庭や学

校，幼稚園，保育園，病院，養介護施設などへの人型ロボットの導入も進められようとしてい

る。こうした AI・ロボットの普及が人間存在や社会に対してどのような（とりわけ悪）影響をも

たらしうるのかを分析し，必要な対応策を提案する。 
 
＜研究成果の副次的効果＞ 
1）KDDI 研究所との共同研究として，個人ユーザがスマートフォンを使って各種のネットサー

ビスを利用するときに，能動的に自分の個人情報の提供・公開設定などを簡便に行い，プラ

イバシー保護環境を設定できる Privacy Policy Manager（PPM）の開発を，本研究プロジェ

クトで得られた知見を活かして行っている。具体的には，PPM のアーキテクチャや実装実験

における倫理性の確保へのアドバイスを行い，さらに PPM をユーザがいかに受容するかに

ついての研究と，PPM の悪用の可能性とその防止策に関する研究へと着実に歩を進めてい

る。 
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2）本研究プロジェクトの活動ならびに研究成果のウェブサイトでの公開を通じて，上記「（２）

研究組織」に記載したように，多くの海外研究組織ならびに海外研究者との研究協力関係が

続々と作られるようになってきている。 
 
3）本研究プロジェクトの研究代表者の村田と研究分担者の中谷が 2013 年度に新たにそれ

ぞれ科学研究費補助金基盤研究（B）と基盤研究（C）を獲得し，2014 年度には研究分担者

の仲田が基盤研究（C）を，2015 年度には研究分担者のアダムスと岡田が基盤研究（B）を，

齋藤が基盤研究（C）を，さらに 2016 年度には研究分担者の中西と浅井がそれぞれ基盤研

究（B）と若手研究（B）を獲得している。 
4）2014 年 4 月に村田が教科用図書検定調査審議会（文部科学省）臨時委員に新たに任命

され，中学校・高等学校での情報教育に本研究プロジェクトで得られた専門的知識を活かす

機会を得ている。 
 
5）2013 年 10 月～2014 年 2 月に村田が ID 連携トラストフレームワーク検討委員会（経済

産業省）委員を務め，本研究プロジェクトで得られたプライバシー・個人情報保護に関する専

門的知識を活かす機会を得た。 
 
6）2014 年 4 月～2016 年 3 月に中西がクラウド等を活用した地域 ICT 投資の促進に関す

る検討会（総務省）委員を務め，本研究プロジェクトで得られた高信頼性組織に関する専門

的知識を活かす機会を得た。 
 
7）2016 年 4 月より，中西が戦略的イノベーション創造プログラム(SIP)重要インフラ等におけ

るサイバーセキュリティの確保推進委員会（内閣府）委員に新たに任命され，本研究プロジェ

クトで得られた専門的知識を活かす機会を得ている。 
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１２ キーワード（当該研究内容をよく表していると思われるものを８項目以内で記載してくださ

い。） 

（１） 情報倫理            （２） 組織               （３） 監視          

（４） プライバシー          （５） センシティブ情報         （６） FLOSS         

（７） セキュリティ             （８） ジェンダー            

 

１３ 研究発表の状況（研究論文等公表状況。印刷中も含む。） 

上記、１１(４)に記載した研究成果に対応するものには＊を付すこと。 
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Talk) 
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Mekong Mobile Payments & Banking Summit 2012, Ho Chi Minh City, 
Vietnam, July 2012. (Invited Talk) 
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Summit 2012, Ho Chi Minh City, Vietnam, July 2012. (Invited Talk) 
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国内学会報告 

2017 年 

[182] *小笠原泰 ・重久朋子「社会と組織の脱中心化と機微情報認識について―技術進

歩と機微情報認識の変化について―」，経営情報学会 2017 年春季全国研究発表大

会，法政大学（東京都千代田区），2017 年 3 月． 
[183] 齋藤孝道・安田昂樹・石川貴之・細井理央・高橋和司・細谷竜平・田邉一寿・種

岡優幸「ブラウザにおけるサイドチャネルを用いた CPU 推定」，2017 暗号と情

報セキュリティシンポジウム，ロワジールホテル那覇（沖縄県那覇市），2017 年

1 月． 
[184] *齋藤孝道 ・横山雅展・王氷・宮崎博行・近藤秀太・渡辺亮平・菅原捷汰「プロ

グラムローダを用いた関数の置換により Stack-based Buffer Overflow 攻撃を緩

和する手法の提案と実装」，2017 暗号と情報セキュリティシンポジウム，ロワジ

ールホテル那覇（沖縄県那覇市），2017 年 1 月． 
 

2016 年 

[185] 浅井亮子・村田潔「無名社会：個人識別番号制度に関する日瑞比較研究」，日本

情報経営学会第 73 回全国大会，九州産業大学（福岡県福岡市）,  2016 年 9 月． 
[186] 石川貴之・細井理央・安田昂樹・高橋和司・齋藤孝道「プライベートブラウジン

グにおける Browser Fingerprinting を用いた Web 行動追跡」，コンピュータセ

キュリティシンポジウム 2016，秋田キャッスルホテル（秋田県秋田市），2016
年 10 月． 

[187] 大久保豪・小島愛「介護老人福祉施設における離職・退職に関する量的研究―事

業所を単位とした離職者対職員比の検討から―」，日本老年社会科学会第 58 回，

松山大学（愛媛県松山市），2016 年 6 月． 
[188] *王氷・角田佳史・堀洋輔・馬場隆彰・宮崎博行・近藤秀太・渡辺亮平・齋藤孝
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道「Linux ディストリビューションにおけるメモリ破壊攻撃への対策技術の適用

状況 の調査」，第 78 回情報処理学会全国大会，慶応義塾大学（神奈川県横浜市），

2016 年 3 月． 
[189] *折戸洋子・崔英靖・村田潔「下から医療情報化：医師および患者による口コミ

情報の発信・共有と共感型コミュニティ形成」，日本情報経営学会第 72 回全国大

会，東海大学（神奈川県平塚市），2016 年 5 月． 
[190] *角田裕太・渡邉貴文・西倉裕太・宮田大地・渡辺亮平・齋藤孝道 「認証サーバ

からユーザが利用する Web サービスを秘匿する権限委譲方式の提案」，第 78 回

情報処理学会全国大会，慶応義塾大学（神奈川県横浜市），2016 年 3 月． 
[191] *近藤秀太・角田佳史・堀洋輔・馬場隆彰・宮崎博行・王氷・渡辺亮平・齋藤孝

道 「脆弱なライブラリ関数を置き換えるプログラムローダにより Stack-based 
Buffer Overflow 攻撃を緩和する手法の提案と実装」，第 78 回情報処理学会全国

大会，慶應義塾大学（神奈川県横浜市），2016 年 3 月． 
[192] *齋藤孝道 ・角田佳史・堀洋輔・馬場隆彰・宮崎博行・王氷・渡辺亮平・近藤秀

太「プログラムローダを用いたメモリ破壊攻撃群への対策技術の提案と実装」，

2016 暗号と情報セキュリティシンポジウム，ANA クラウンプラザホテル熊本ニ

ュースカイ（熊本県熊本市），2016 年 1 月． 
[193] *齋藤孝道 ・西倉裕太・高須航・武居直樹・山田智隆・石川貴之・細井理央・安

田昂樹・高橋和司「Fingerprinting を用いた Tor Browser 利用者追跡の実現性に

ついて」，2016 暗号と情報セキュリティシンポジウム，ANA クラウンプラザホ

テル熊本ニュースカイ（熊本県熊本市），2016 年 1 月． 
[194] 滋野英憲・辻正次・井戸田博樹・植木靖「ASEAN 諸国企業のイノベーション創

発と外部資源との連携に関する研究」，商品開発・管理学会 第 27 回全国大会，

滋賀大学（滋賀県大津市），2016 年 11 月． 
[195] 新保史生 「個人情報保護制度の変革への対応－改正個人情報保護法/EU 一般デ

ータ保護規則－」，2016 年度情報通信マネジメントシステム研究会，ベルサール

神保町（東京都千代田区），2016 年 10 月．（招待講演） 
[196] *新保史生「人工知能・ロボット共生社会における法的課題」，平成 28 年度裁判

基盤研究会，2016 年 10 月．（招待講演） 
[197] *新保史生 「ロボットと人工知能の普及と法的課題」，近未来教育フォーラム

2016，デジタルハリウッド大学（東京都千代田区），2016 年 11 月．（招待講演） 
[198] *新保史生 「人間性と機械 ～法・制度と責任～」，アカデメイア研究会「知と思

想 グローバリズムとデモクラシー～帝国、経済、宗教、民族、ＩＴ、環境～」

グループ 第９回会合，2016 年 12 月．（招待講演） 
[199] *新保史生 「ロボットと法をめぐる最近の政策動向について」，第 12 回 AI 社会

論研究会，21 世紀クラブコラボレーションスペース（東京都千代田区），2016
年 4 月． 

[200] *平俊介・高須航・山田智隆・武居直樹・西倉祐太・石川貴之・細井理央・安田

昂樹・高橋和司・齋藤孝道 「JavaScript キーロガーの検知手法の提案と実装」，

第 78 回情報処理学会全国大会，慶應義塾大学（神奈川県横浜市），2016 年 3 月． 
[201] *高橋和司・石川貴之・細井理央・安田昂樹・齋藤孝道 「スマートフォンにおけ

る Browser Fingerprinting」，コンピュータセキュリティシンポジウム 2016，秋

田キャッスルホテル（秋田県秋田市），2016 年 10 月． 
[202] *高橋和司・石川貴之・細井理央・安田昂樹・齋藤孝道「Browser Fingerprinting

によるスマートフォンの識別」，DICOMO2016 シンポジウム，鳥羽シーサイド

ホテル（三重県鳥羽市），2016 年 7 月． 
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[203] *高橋和司・高須航・山田智隆・武居直樹・西倉裕太・石川貴之・細井理央・安

田昂樹・平俊介・齋藤孝道 「Browser Fingerprinting におけるスマートフォン

の識別に関する考察」，第 78 回情報処理学会全国大会，慶応義塾大学（神奈川県

横浜市），2016 年 3 月． 
[204] 鄭雅英 「金学鉄，人と作品：在日朝鮮人の視角から」，朝鮮族研究学会 2016 年

度全国学術大会，日本大学（東京都千代田区），2016 年 10 月． 
[205] *仲田誠  「日本文化と創発―ロボット倫理を中心として―」，国際日本研究専攻・

ICR 共催国際シンポジウム「日本研究の最前線」，筑波大学（茨城県つくば市），

2016 年 12 月． 
[206] 中西晶 「日本における災害対応と「エリートパニック」」，日本情報経営学会第

73 回全国大会，九州産業大学（福岡県福岡市），2016 年 9 月． 
[207] *中西晶「高信頼性組織理論から見た組織不祥事」，経営哲学学会第 33 回全国大

会，北海学園大学（北海道札幌市），2016 年 9 月． 
[208] *福田康典・村田潔・折戸洋子「センシティブデータとは何か：個人情報の適切

な保護に向けて」，日本情報経営学会第 73 回全国大会，九州産業大学（福岡県福

岡市），2016 年 9 月． 
[209] ブラカモンテ，V.・山崎重一郎・岡田仁志 「A Discussion of Issues Related to 

Electronic Voting Systems」，コンピュータセキュリティシンポジウム 2016，秋

田キャッスルホテル（秋田県秋田市），2016 年 10 月 
[210] *細谷竜平・宮田大地・石川貴之・角田裕太・高橋和司・安田昂樹・八代哲・齋

藤孝道「Web におけるイベントトラッキング対策手法の提案と実装」，コンピュ

ータセキュリティシンポジウム 2016，秋田キャッスルホテル（秋田県秋田市），

2016 年 10 月． 
[211] *松山真太郎・金本麻里・牛尾奈緒美 「女性管理職，男性管理職のストレス・プ

ロセスの比較―ストレス・コーピングの成功要因に着目して」，第 32 回産業・組

織心理学会大会，立教大学（埼玉県新座市），2016 年 9 月． 
[212] *安田昂樹・高須航・山田智隆・武居直樹・西倉裕太・石川貴之・細井理央・高

橋和司・齋藤孝道 「Web Browser Fingerprinting 技術を用いた CPU 拡張機能

の推定法の提案と実装」，2016 暗号と情報セキュリティシンポジウム，ANA ク

ラウンプラザホテル熊本ニュースカイ（熊本県熊本市），2016 年 1 月． 
[213] *渡邉貴文・宮田大地・西倉裕太・角田裕太・渡辺亮平・齋藤孝道 「認証サーバ

からユーザが利用する Web サービスを秘匿する権限委譲方式の提案と実装」，

2016 暗号と情報セキュリティシンポジウム，ANA クラウンプラザホテル熊本ニ

ュースカイ（熊本県熊本市），2016 年 1 月． 
[214] *渡辺亮平・角田佳史・堀洋輔・馬場隆彰・宮崎博行・王氷・近藤秀太・齋藤孝

道 「Shadow Memory を用いたプログラムローダにより Heap-based Buffer 
Overflow 攻 撃を緩和する手法の提案と実装」第 78 回情報処理学会全国大会，

慶應義塾大学（神奈川県横浜市），2016 年 3 月． 
 

2015 年 

[215] *浅井亮子・村田潔「テクノロジーによるホールディング機能の代替」日本情報

経営学会第 70 回全国大会，明海大学（千葉県浦安市），2015 年 6 月． 
[216] *石川貴之・高須航・山田智隆・武居直樹・細井理央・安田昂樹・高橋和司・齋

藤孝道「Fuzzy Hashing を用いた比較による長期的な Browser Fingerprinting 
の端末識 別手法の提案」，コンピュータセキュリティシンポジウム 2015，長崎

ブリックホール（長崎県長崎市），2015 年 10 月． 
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[217] 小笠原泰・重久朋子「ＳＮＳの進歩と社会の情報倫理観について－ＳＮＳプラッ

トフォームの急速な変化と年代間での情報倫理観の離散性について－」，経営情

報学会 2015 年秋季全国研究発表大会，沖縄コンベンションセンター（沖縄県宜

野湾市），2015 年 11 月． 
[218] *折戸洋子・青木里奈・村田潔「参加型監視環境の自己同一性への影響：「解離」

を題材にして」，経営情報学会 2015 年秋季全国研究発表大会，沖縄コンベンショ

ンセンター（沖縄県宜野湾市），2015 年 11 月． 
[219] 小島愛「アメリカにおける施設介護従事者の就労実態」，日本経営学会関西部会

第 616 回例会，同志社大学（京都府京都市），2015 年 10 月． 
[220] *近藤光・寺本直城・杉原大輔・中西晶「日本における CSIRT の現状と課題」，

日本情報経営学会第 71 回全国大会，尾道市立大学（広島県尾道市），2015 年 11
月． 

[221] *齋藤孝道 ・上原崇史・金子洋平・鈴木舞音・角田佳史・堀洋輔・馬場隆彰・宮

崎博行「リリースされたバイナリに適用するスタックベース BoF 攻撃緩和技術

の試作と評価」，2015 暗号と情報セキュリティシンポジウム，リーガロイヤルホ

テル小倉（福岡県北九州市），2015 年１月． 
[222] *齋藤孝道 ・高須航・山田智隆・武居直樹・石川貴之・細井理央・安田昂樹・高

橋和司「Web Browser Fingerprint 技術の現状と課題」，コンピュータセキュリ

ティシンポジウム 2015，長崎ブリックホール（長崎県長崎市），2015 年 10 月． 
[223] *齋藤孝道 ・堀洋輔・角田佳史・馬場隆彰・宮崎博行・王氷・近藤秀太・渡辺亮

平「プログラムローダにより UAF 攻撃を抑制する手法の提案と実装」，コンピ

ュータセキュリティシンポジウム 2015，長崎ブリックホール（長崎県長崎市），

2015 年 10 月． 
[224] *新保史生 「ロボットと法（IoT＋AI）IoT の法的課題・個人情報保護」，法とコ

ンピュータ学会第 40 回研究会，明治大学（東京都千代田区），2015 年 11 月．  
[225] 新保史生「個人情報保護制度の見直しをめぐって」，憲法学会第 113 回研究集会，

高崎経済大学（群馬県高崎市），2015 年 6 月． 
[226] 高橋裕 「ビジネスにおけるフィードバック思考の重要性：規範性と合理性の両

立」，オペレーションズ・マネジメント＆ストラテジー学会第 7 回全国研究発表

大会，学習院大学（東京都豊島区），2015 年 6 月． 
[227] 田中伸英・高橋裕「システム・ダイナミックス・モデリングの「再輸入」」，オペ

レーションズ・マネジメント＆ストラテジー学会第 7 回全国研究発表大会，学習

院大学（東京都豊島区），2015 年 6 月． 
[228] 田中伸英・白田由香利・高橋裕・森田道也「経営における確率分布のビジュアル

化の有効性」，日本経営数学会第 37 回研究大会，愛知学院大学（愛知県名古屋市），

2015 年 6 月． 
[229] 塚本耕司・磯侑斗・桐生直輝・高須航・山田智隆・武居直樹・細井理央・石川貴

之・齋藤孝道「端末にインストールされているフォント情報を用いた OS とアプ

リケーションの特定」，2015 暗号と情報セキュリティシンポジウム，リーガロイ

ヤルホテル小倉（福岡県北九州市），2015 年１月． 
[230] *馬場隆彰・金子洋平・鈴木舞音・上原崇史・角田佳史・宮崎博行・齋藤孝道「Linux

ディストリビューションにおける Buffer Overflow 攻撃への対策技術の適応状

況」，2015 暗号と情報セキュリティシンポジウム，リーガロイヤルホテル小倉（福

岡県北九州市），2015 年１月． 
[231] 中島庸介・高橋裕 「思考の境界を考える」，オペレーションズ・マネジメント＆

ストラテジー学会第 7 回全国研究発表大会，学習院大学（東京都豊島区），2015
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年 6 月． 

[232] *中西晶「エンドユーザの広がりから考える情報セキュリティ教育の課題」，日本

心理学会第 79 回大会，名古屋大学（愛知県名古屋市），2015 年 9 月． 
[233] *中西晶 「高信頼性組織とレジリエンスの概念で考える地域社会の防災」，第 6

回横幹連合コンファレンス，名古屋工業大学（愛知県名古屋市），2015 年 12 月． 
[234] *中西晶「高信頼性組織に関する理論的フレームワーク」，産業・組織心理学会第

31 回大会，明治大学（東京都千代田区），2015 年 8 月． 
[235] *中西晶「福島原子力事故影響下での地域中小企業の事業継続」，日本情報経営学

会第 70 回全国大会，明海大学（千葉県浦安市），2015 年 6 月． 
[236] *中谷常二 「ソーシャルメディアを規制すべきか―技術哲学の視点から考える」，

経営情報学会 2015 年秋季全国研究発表大会，沖縄コンベンションセンター（沖

縄県宜野湾市），2015 年 11 月． 
[237] *中谷常二「未成年者のソーシャルメディア利用における倫理的課題」，日本情報

経営学会関西支部第 237 回例会，近畿大学（大阪府東大阪市），2015 年 7 月． 
[238] *細井理央・高須航・山田智隆・武居直樹・石川貴之・高橋和司・安田昂樹・齋

藤孝道「ブラウザが属するネットワークの情報を採取する Browser Scanner の
提案」，コンピュータセキュリティシンポジウム 2015，長崎ブリックホール（長

崎県長崎市），2015 年 10 月． 
[239] *松山真太郎・志村光太郎・宇佐美尋子・牛尾奈緒美 「女性管理職の心理的スト

レス・プロセスの検討－男性管理職との比較検討より」，産業・組織心理学会第

31 回大会，明治大学（東京都千代田区），2015 年 8 月． 
[240] 水越一郎・後藤厚宏・中西晶 「家庭用ルータのケースからみる IOT の脆弱性対

応ソフトウェア作成の課題」，経営情報学会 2015 年秋季全国研究発表大会，沖縄

コンベンションセンター（沖縄県宜野湾市），2015 年 11 月． 
[241] *村田潔・折戸洋子「統合失調症社会」，日本情報経営学会第 70 回全国大会，明

海大学（千葉県浦安市），2015 年 6 月． 
[242] *村田潔・中西晶「ICT による疎外に対する組織の責任：組織の信頼性の視点か

ら」，2015 年度日本情報経営学会北海道支部第 2 回研究会，ユビキタス協創広場

U-cala（北海道札幌市），2015 年 8 月． 
[243] *山崎重一郎・岡田仁志 ・高橋郁夫「仮想通貨（分科会）」，情報ネットワーク法

学会第 15 回研究大会，北九州国際会議場（福岡県北九州市），2015 年 11 月． 
[244] *山田智隆・磯侑斗・桐生直輝・塚本耕司・高須航・武居直樹・齋藤孝道 「編集

距離を用いたロバストな Browser Fingerprint 間の識別方式の提案」，2015 暗号

と情報セキュリティシンポジウム，リーガロイヤルホテル小倉（福岡県北九州

市），2015 年 1 月． 
[245] *渡邉貴文・大丸雅人・磯侑斗・西倉裕太・宮田大地・齋藤孝道 「SPKI 権限証

明書を用いた権限委譲方式の実装」，2015 暗号と情報セキュリティシンポジウ

ム，リーガロイヤルホテル小倉（福岡県北九州市），2015 年１月． 
 

2014 年 

[246] *岡田仁志「仮想貨幣の歩みと暗号貨幣の位置づけ」，情報ネットワーク法学会特

別講演会「仮想貨幣の在り方と法規制」，明治大学（東京都千代田区），2014 年 6
月． 

[247] *折戸洋子・村田潔「ソーシャルメディア企業のビジネスモデルとプライバシー

保護に関するユーザの意識」，日本情報経営学会第 68 回全国大会，大正大学（東

京都豊島区），2014 年 5 月． 
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[248] 桐生直輝・磯侑斗・齋藤孝道 「SPDY を用いた HTTP のセッション管理方式の

提案と実装」，SCIS 2014（2014 年 暗号と情報セキュリティシンポジウム），城

山観光ホテル（鹿児島県鹿児島市），2014 年 1 月． 
[249] 齋藤孝道 ・磯侑斗・桐生直輝「Web Browser Fingerprinting に関する技術的観

点での一考察」，SCIS 2014（2014 年 暗号と情報セキュリティシンポジウム），

城山観光ホテル（鹿児島県鹿児島市），2014 年 1 月． 
[250] 新保史生 「個人情報保護制度の国際的な新たな段階への移行」，法とコンピュー

タ学会小グループ研究会，第一法規株式会社（東京都港区），2014 年 6 月． 
[251] 鈴木舞音・上原崇史・金子洋平・齋藤孝道「Android 端末におけるルート化に関

する調査」，SCIS 2014（2014 年 暗号と情報セキュリティシンポジウム），城山

観光ホテル（鹿児島県鹿児島市），2014 年 1 月． 
[252] 大丸雅人・磯侑斗・今野真希・齋藤孝道 「Backplane Protocol において属性情

報のユーザ選択を可能とする方式の提案と実装」，SCIS 2014（2014 年 暗号と

情報セキュリティシンポジウム），城山観光ホテル（鹿児島県鹿児島市），2014
年 1 月． 

[253] 高須航・磯侑斗・桐生直輝・齋藤孝道「HTML5 API により取得可能なデバイス

情報を利用した端末識別手法の提案と実装」，第 76 回情報処理学会全国大会，東

京電機大学（東京都足立区），2014 年 3 月． 
[254] 武居直樹・磯侑斗・桐生直輝・齋藤孝道「HTML レンダリングエンジンの CSS

の挙動差を特徴として用いたブラウザの識別の提案」，第 76 回情報処理学会全国

大会，東京電機大学（東京都足立区），2014 年 3 月． 
[255] 姚佳・井戸田博樹・原田章「インターネットの口コミが購買行動に及ぼす影響―

女子学生の化粧品購買のアンケート調査から―」，経営情報学会 2014 年春季全国

研究発表大会，青山学院大学（神奈川県相模原市），2014 年 6 月． 
[256] 堀洋輔・鈴木舞音・上原崇文・金子洋平・齋藤孝道「Android 端末におけるルー

ト化に関する調査」，第 76 回情報処理学会全国大会，東京電機大学（東京都足立

区），2014 年 3 月． 
[257] 中村徹・アダムス，A. A.・村田潔 ・清本晋作・高崎晴夫・渡辺龍・三宅優「パ

ーソナルデータ流通基盤: Privacy Policy Manager (PPM) の受容性評価」，SCIS 
2014（2014 年 暗号と情報セキュリティシンポジウム），城山観光ホテル（鹿児

島県鹿児島市），2014 年 1 月． 
[258] 西倉裕太・今野真希・磯侑斗・大丸雅人・齋藤孝道「OAuth2.0 に SPKI を適用

したアクセス権限委譲方法の提案」，第 76 回情報処理学会全国大会，東京電機大

学（東京都足立区），2014 年 3 月． 
[259] *古澤喜明・小川梨恵・金子洋平・齋藤孝道 「HTTPS 通信における暗号処理の

オフロードのパフォーマンス解析」，第 76 回情報処理学会全国大会，東京電機大

学（東京都足立区），2014 年 3 月． 
[260] *村田潔・折戸洋子・八鍬幸信・上杉志朗「エドワード・スノーデン事件の社会

的影響：産官複合体による監視とプライバシー」，日本情報経営学会第 69 回全国

大会，ホテル日航八重山（沖縄県石垣市），2014 年 11 月． 
[261] 山田智隆・磯侑斗・桐生直輝・齋藤孝道 「Web サイトが採取するブラウザの特

徴点の採取状況を検知する手法の提案と実装」，第 76 回情報処理学会全国大会，

東京電機大学（東京都足立区），2014 年 3 月． 
[262] *渡邉貴文・今野真希・磯侑斗・大丸雅人・齋藤孝道「OpenID Connect におけ

るセキュリティ脅威モデルの検討」，第 76 回情報処理学会全国大会，東京電機大

学（東京都足立区），2014 年 3 月． 
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2013 年 

[263] Akematsu,Y., Ueki, Y., Idota, H. and Tsuji, M., The Formation of Internal 
Innovation Capability and External Sources in Developing Economies: Based 
on Firm-Level Surveys in ASEAN Economies, 日本経済学会 2013 年度秋季大

会，神奈川大学（神奈川県横浜市），2013 年 9 月． 
[264] 磯侑斗・今野真希・武佑香・齋藤孝道 「SAML による属性情報の選択的提示の

可能なシングルサインオンシステムの提案と実装」，情報処理学会第 75 回全国大

会，東北大学（宮城県仙台市），2013 年 3 月． 
[265] *磯侑斗・齋藤孝道「利用先 Web サービスを認証サーバに対して秘匿する ID 連

携方式の提案と実装」，コンピュータセキュリティシンポジウム 2013，サンポー

ト高松（香川県高松市），2013 年 10 月． 
[266] 井戸田博樹「中小企業のイノベーション戦略―企業間ネットワークと行政支援の

観点から」，日本地方自治研究学会第 30 回記念大会，兵庫県立大学（兵庫県神戸

市），2013 年 9 月． 
[267] 上原崇史・川口謙太郎・齋藤孝道「イントラネット環境構築システムの提案と実

装」，情報処理学会第 75 回全国大会，東北大学（宮城県仙台市），2013 年 3 月． 
[268] 上原崇史・齋藤孝道 「イントラネット環境構築システムの提案と実装」，マルチ

メディア，分散，協調とモバイル（DICOMO2013）シンポジウム，ホテル大平

原（北海道河東郡），2013 年 7 月． 
[269] *牛尾奈緒美 「ダイバーシティーを生かすリーダーシップと女性の活躍」，HRM

研究会，慶應義塾大学産業研究所（東京都港区），2013 年 10 月． 
[270] *小笠原泰 「デジタルネットワーク社会におけるセンシティブ情報とは―情報感

度に関する一考察―」，経営情報学会 2013 年秋季全国研究発表大会，流通科学大

学（兵庫県神戸市），2013 年 10 月． 
[271] 小川梨恵・天野桂輔・齋藤孝道「SSL/TLS 処理のパフォーマンス解析について」，

情報処理学会第 75 回全国大会，東北大学（宮城県仙台市），2013 年 3 月． 
[272] 折戸洋子 ・守屋英一・中西晶 ・村田潔 「日本におけるネット選挙運動解禁前夜

の状況」，日本情報経営学会第 67 回全国大会，徳山大学（山口県周南市），2013
年 9 月． 

[273] *金子洋平・天野桂輔・齋藤孝道「Android 端末における 暗号モジュールの利用

と評価」，情報処理学会第 75 回全国大会，東北大学（宮城県仙台市），2013 年 3
月． 

[274] *金子洋平・天野桂輔・齋藤孝道 「Android 端末における暗号モジュールの利用

と評価」，2013 年 暗号と情報セキュリティシンポジウム，ウェスティン都ホテ

ル京都（京都府京都市），2013 年 1 月． 
[275] *金子洋平・齋藤孝道 「暗号モジュールを搭載した CPU による効率的な暗号処

理の方法の提案と実装」，コンピュータセキュリティシンポジウム 2013，サンポ

ート高松（香川県高松市），2013 年 10 月． 
[276] 桐生直輝・後藤浩行・齋藤孝道 「CPU 拡張命令の対応の有無による CPU アー

キテクチャの推測」，情報処理学会第 75 回全国大会，東北大学（宮城県仙台市），

2013 年 3 月． 
[277] 後藤浩行・齋藤孝道「Web 行動追跡のためのハードウェア特徴点の抽出」，2013

年 暗号と情報セキュリティシンポジウム，ウェスティン都ホテル京都（京都府

京都市），2013 年 1 月． 
[278] *近藤光・寺島健一・寺本直城・杉原大輔・高木俊雄・中西晶 「日本企業におけ
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る CSIRT 構築の事例―カーネギーメロンモデルとの比較―」，日本情報経営学

会第 66 回全国大会，群馬大学（群馬県前橋市），2013 年 5 月． 
[279] 小豆川裕子・井戸田博樹・中田喜文「技術者組織における組織的知識創造の影響

要因に関する研究―コーポレート・ソーシャル・キャピタルと管理職の組織行動

に着目して」，経営情報学会 2013 年秋季全国研究発表大会，流通科学大学（兵庫

県神戸市），2013 年 10 月． 
[280] 新保史生「国際的な変革期にあるプライバシー・個人情報保護法制の現況―国際

的な駆け引きに負けないために―」，堀部政男情報法研究会第９回シンポジウム，

一橋講堂（東京都千代田区），2013 年 12 月． 
[281] 新保史生「プライバシー・バイ・デザインによる弁解―法的責任の回避とリスク

マネジメント」，法とコンピュータ学会小グループ研究会，第一法規株式会社（東

京都港区），2013 年 3 月．(招待講演) 
[282] *杉原大輔・中西晶 「その時何が起こっていたのか～原発事故時の東電テレビ会

議の内容分析～」，日本学術会議 安全工学シンポジウム 2013 オーガナイズドセ

ッション，日本学術会議（東京都港区），2013 年 7 月． 
[283] 鈴木舞音・天野桂輔・齋藤孝道「SEAndroid におけるアクセス制御の可視化」, 

情報処理学会第 75 回全国大会，東北大学（宮城県仙台市），2013 年 3 月． 
[284] 鄭雅英 「済州島出身在日朝鮮人の渡航史と生活－済州島出身者の生活誌調査か

ら」，吉林大学東北アジア研究院と立命館大学コリア研究センター学術交流協定

締結記念合同研究会，立命館大学（京都府京都市），2013 年 8 月． 
[285] 鄭雅英 「中国朝鮮族の現状と課題」，朝鮮族研究学会 2012 年度大会，大阪経済

法科大学東京麻布台セミナーハウス（東京都港区），2013 年 3 月．（基調講演） 
[286] *中西晶 ・杉原大輔・四本雅人・牛丸元・木村達郎・高木俊雄「福島第一原発事

故: 東電テレビ会議の多面的分析」, 品質保証研究会，東京工業大学田町キャン

パス（東京都港区），2013 年 11 月． 
[287] *中西晶 ・杉原大輔「緊急時意思決定における多地点遠隔コミュニケーションの

課題―東京電力テレビ会議の分析―」，産業・組織心理学会第 29 回大会，京都橘

大学（京都府京都市），2013 年 9 月． 
[288] *中西晶「高信頼性組織とは何か―社会科学の視点から見たプラントの『安全』」，

日本学術会議 安全工学シンポジウム 2013 オーガナイズドセッション，日本学

術会議（東京都港区），2013 年 7 月． 
[289] 文能照之・井戸田博樹・辻正次「中小企業におけるイノベーションと組織能力－

業歴と Absorptive Capacity（吸収能力）に注目して―」日本中小企業学会第 33
国大会，2013 年 9 月． 

[290] *村田潔・折戸洋子「誰がプライバシーを侵害するのか：ビッグデータ時代のプ

ライバシー保護」，経営情報学会 2013 年秋季全国研究発表大会，流通科学大学（兵

庫県神戸市），2013 年 10 月. 
[291] *村田潔・折戸洋子「ネットユーザーのオンラインプライバシー保護意識：理論

と現実」，日本情報経営学会第 67 回全国大会, 徳山大学（山口県周南市），2013
年 9 月. 

[292] *村田潔「医療情報の利用に関わる倫理問題」，日本情報経営学会第 66 回全国大

会，群馬大学（群馬県前橋市），2013 年 5 月． 
[293] *四本雅人・牛丸元・中西晶 ・杉原大輔・木村達郎・高木俊雄「福島第一原発事

故: 東電テレビ会議の多面的分析～高信頼性組織の観点より～」，経営情報学会組

織ディスコース研究部会公開シンポジウム，新潟国際情報大学（新潟県新潟市），

2013 年 9 月． 
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[294] *四本雅人・高木俊雄・中西晶 ・牛丸元「福島第一原発事故時の東電テレビ会議

の多面的分析～高信頼性組織の観点より」，経営情報学会 2013 年春季研究発表大

会，慶應義塾大学（東京都港区），2013 年 6 月． 
 

2012 年 

[295] *浅井亮子「ソーシャルメディがつくる新しい絆のカタチ」，第 64 回日本情報経

営学会全国大会，明治大学（東京都千代田区），2012 年 6 月． 
[296] *小笠原泰 「過剰結合社会におけるセンシティブ情報に関する一考察―センシテ

ィブ情報とは如何に定義されるのか―」，経営情報学会 2012 年秋季全国研究発表

大会，金沢星稜大学（石川県金沢市），2012 年 11 月． 
[297] *折戸洋子・村田潔「ソーシャルメディアを活用した就職活動とデジタル・アイ

デンティティの構築」，経営情報学会 2012 年秋季全国研究発表大会，金沢星稜大

学（石川県金沢市），2012 年 11 月． 
[298] 加藤二子・梅津光生・高橋裕・岩崎清隆・笠貫宏「システムダイナミクスにもと

づく EVAHEART(TM)の承認プロセスのモデリング～行政と学会の関与～」，第

50 回人工臓器学会大会，アクロス福岡（福岡県福岡市），2012 年 11 月． 
[299] 清水一之 「ヨーロッパ合衆国におけるドイツの企業経営」, 経営学史学会 20 回

全国記念大会，明治大学（東京都千代田区），2012 年 5 月． 
[300] 清水一之「VW 社の製品相互間のブランドシナジーと創発戦略―ランボルギーニ

社を中心に―」，日本情報経営学会第 65 回全国大会，青森公立大学（青森県青森

市），2012 年 10 月． 
[301] *志村光太郎・牛尾奈緒美「テレワークとジェンダー―女性の活躍推進のために」，

経営情報学会 2012年秋季全国研究発表大会，金沢星稜大学（石川県金沢市），2012
年 11 月． 

[302] 新保史生「プライバシー個人情報保護法制の国際的勢力関係―新たな課題への日

本の対応のあり方―」，国際社会経済研究所／GLOCOM シンポジウム「サイバー

空間のプライバシー 米欧の対立と日本の立ち位置」，日本教育会館（東京都千

代田区），2012 年 12 月．(招待講演) 
[303] 新保史生 「OECD プライバシーガイドライン改正案の全容及び情報セキュリテ

ィガイドライン改正の動向」, 第 7 回堀部政男情報法研究会シンポジウム，日本

消防会館（東京都港区），2012 年 11 月． 
[304] 新保史生「プライバシー保護の世界的新潮流 ～プライバシー保護における PbD

の意図～」，次世代電子情報利活用推進フォーラム第 6 回情報交流会「プライバ

シー・バイ・デザイン プライバシー情報を守るための世界的新潮流」，JIPDEC
（東京都港区），2012 年 11 月． 

[305] 新保史生「スマートフォン利用者の個人情報保護」，第 2 回グローバル ICT 時代

の法制度問題研究会，情報通信総合研究所（東京都中央区），2012 年 10 月． 
[306] 新保史生 「マイナンバー導入による個人情報保護の責務と施策」，地域科学研究

会 第Ⅱ期[自治体クラウド＆マイナンバー最前線]戦略セミナー第１回(通算 14
回) 「マイナンバー導入に向けた準備―ロードマップと自治体・企業の対応事項」，

ユビキタス協創広場 CANVAS（東京都中央区），2012 年 9 月． 
[307] 新保史生「スマートフォンの活用と企業の対応」，2012 年度情報通信マネジメン

トシステム研究会，ベルサール神保町（東京都千代田区），2012 年 7 月． 
[308] 新保史生「マイナンバー導入に向けた検討から見る我が国の個人情報保護制度の

将来」，安信簡情報環境シンポジウム 2012，UDX Gallery（東京都千代田区），

2012 年 6 月． 
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[309] 新保史生 「自治体による「特定個人情報保護評価」実施における課題と対応」，

地域科学研究会 番号制度（マイナンバー法）・自治体クラウド戦略セミナー第 2
回（通算 13 回），剛堂会館（東京都千代田区），2012 年 5 月． 

[310] *新保史生 「日本のプライバシー・個人情報保護とマネジメントシステムの国際

標準化」，情報ネットワーク法学会特別講演会「日本のプライバシー・個人情報

保護とマネジメントシステムの国際標準化シンポジウム」，学術総合センター（東

京都千代田区），2012 年 4 月． 
[311] 新保史生 「個人情報保護に関する国内外の最新動向」，第 19 回電子情報利活用

セミナー「社会システムにおける情報システムの近未来像～情報利活用と情報保

護のベストバランスを考える～」，JIPDEC（東京都港区），2012 年 4 月． 
[312] 大丸雅人・今野真希・武佑香・齋藤孝道「OpenID による属性情報の選択的提示

の可能なシングルサインオンシステムの提案と実装」，情報処理学会第 75 回全国

大会，東北大学（宮城県仙台市），2013 年 3 月． 
[313] 塚本耕司・後藤浩行・齋藤孝道「JavaScript ベンチマークを用いた CPU 推定手

法の提案と実装」，情報処理学会第 75 回全国大会，東北大学（宮城県仙台市），

2013 年 3 月． 
[314] *中西晶 「高信頼性組織とレジリエンス」,日本情報経営学会第 64 回大会，明治

大学（東京都千代田区），2012 年 6 月． 
[315] *中西晶 ，杉浦芳樹，山賀正人，林郁也，杉原大輔，鈴村美代子「CSIRT とスト

ーリーテリング」，日本情報経営学会第 64 回大会，明治大学（東京都千代田区），

2012 年 6 月． 
[316] *中西晶「高信頼性組織への招待」，関西原子力懇談会・リスク情報の活用に関す

る調査委員会，大阪科学技術センター（大阪府大阪市），2012 年 9 月（招待講演）． 
[317] *中西晶 「自治体 ICT-BCP の現状と課題」，第 4 回横幹連合総合シンポジウム，

日本大学（千葉県習志野市），2012 年 11 月． 
[318] *中西晶 「高信頼性組織とは何か―概要と事例―」，財団法人航空保安施設信頼性

センター「空の安全と信頼性技術管理セミナー」，航空会館（東京都港区），2013
年 1 月． 

[319] *中谷常二「ソーシャルメディアの企業倫理としての課題」，日本情報経営学会第

64 回全国大会，明治大学（東京都千代田区），2012 年 6 月． 
[320] 丸山宏・井上克巳・椿広計・明石裕・岡田仁志・南和宏「システムズ・レジリエ

ンス」，第 11 回情報科学技術フォーラム，法政大学（東京都小金井市），2012 年

9 月． 
[321] *村田潔「ユビキタス時代の倫理的課題―豊かな社会の創造を目指して」，第 4 回

横幹連合総合シンポジウム，日本大学（千葉県習志野市），2012 年 11 月．（基調

講演） 
[322] **村田潔 「ICT の開発・利用がもたらすマニュファクチャードリスクと情報倫

理教育」，日本情報経営学会第 65 回全国大会，青森公立大学（青森県青森市），

2012 年 10 月．（基調講演） 
[323] 山中智子・Bill Sodeman・中谷常二 「コンシュマープロダクツカンパニーとし

てのソーシャルメディアの利活用」，日本情報経営学会第 64 回全国大会，明治大

学（東京都千代田区），2012 年 6 月． 
[324] *八坂和吏・歌代豊 ・中西晶 「看護業務における高信頼性組織の研究」，経営情

報学会春季全国研究発表大会，東京経済大学（東京都国分寺市），2012 年 5 月． 
[325] 四本雅人・レンネルフォッシュ，T. T.・間嶋 崇，「日本におけるグリーン IT の

トランスレーションと展開」, 経営情報学会 2012 年秋季全国研究発表大会，金
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沢星稜大学（石川県金沢市），2012 年 11 月． 

 

＜研究成果の公開状況＞（上記以外） 

シンポジウム・学会等の実施状況、インターネットでの公開状況等 

＜既に実施しているもの＞ 

本研究専用ウェブサイト 
http://www.cbie.meiji.jp/ja/ （和文） 
http://www.cbie.meiji.jp/ （英文） 
 
ビジネス情報倫理研究所ウェブサイト 
http://www.kisc.meiji.ac.jp/~ethicj/ （和文） 
http://www.kisc.meiji.ac.jp/~ethicj/e_index.htm （英文） 
 

国際会議・ワークショップ 

2016 年度 

 国際ワークショップ “Online Closing Talk Session: Organisational Information 
Ethics”（2017 年 3 月 1 日） 

 大型研究の成果状況を村田が報告し，今後の研究展開について議論した。 

 

2015 年度 

 国際ワークショップ “Contemporary Information Ethics”（2015 年７月 29 日・30
日） 

 大型研究またその後継研究で取り上げるべき組織情報倫理の課題について村

田とアダムスが話題提供し，議論を行った。 

 

2014 年度 

 国際会議 “Asian Privacy Scholars Network 4th International Conference”（2014
年 7 月 10・11 日） http://www.kisc.meiji.ac.jp/~ethicj/APSN4/ 

 

2013 年度 

 国際会議 “USEC '13”（2013 年 4 月 1 日） 
http://www.kisc.meiji.ac.jp/~ethicj/USEC13/ 

 国際ワークショップ “(Dis)Embodiment (Un)Conference”（2013 年 12 月 16・17 日） 
 全体としての人間存在が ICT の利用によって非実体化される現象の解明に向

けて，ブレインストーミング，グループワークとディスカッションを行った。 
 
2012 年度 

 国際会議 “Asian Privacy Scholars Network 2nd International Conference”（2012
年 11 月 19・20 日） http://www.kisc.meiji.ac.jp/~ethicj/APSN2/ 

 国際ワークショップ “Organisational Information Ethics”（2012 年 11 月 22・23
日） 
 大型研究での研究内容について各 SP 主査が説明し，議論を行った。 

 

＜これから実施する予定のもの＞ 

2018 年（詳細未定） 

 国際会議 “Federated Conference on Information Ethics” 
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１４ その他の研究成果等 

解説記事 

[1] 牛尾奈緒美 「女性の離職減らすには 昇進・キャリア説明丁寧に」，『日本経済新

聞』，2016 年 4 月 29 日付朝刊，「経済教室」，2016 年 4 月． 
[2] 岡田仁志 「『Fin』＋『Tech』金融と IT 融合、新サービス」，『静岡新聞』，2016

年 1 月 28 日付朝刊，23 面，2016 年 1 月． 
[3] 新保史生 「個人情報保護委員会の機能と役割」，『国民生活』，国民生活センター，

2016 年 5 月号/ No.46, 25-26 頁，2016 年 5 月． 
[4] 新保史生 「法学，経済学，倫理学，工学など学際的に議論進む：米国のロボット

法学研究の熱気」，『日経 Robotics』，2016 年 8 月号，2-5 頁，2016 年 7 月． 
[5] 中谷常二「新しい公務員倫理研修の在り方を考える」，『試験と研修』，32 号，26-33

頁，2016 年 11 月． 
[6] 中谷常二「新しい公務員倫理の考え方」，『人事院月報』，810 号，19-21 頁，2017

年 2 月． 
[7] 岡田仁志「仮想通貨時代における銀行ビジネスの新展開」，『月刊金融ジャーナル』， 

2015 年 5 月号，84-87 頁，2015 年 5 月． 
[8] 岡田仁志 「仮想通貨の全体像を網羅―中核技術を丁寧に解説」，『日経コンピュー

タ』，2015 年 7 月 23 日号，2015 年 7 月． 
[9] 岡田仁志 「仮想通貨とルール①割れる定義「通貨と同等」米は柔軟対応」，『日本

経済新聞』，2015 年 11 月 30 日付朝刊，15 面，2015 年 11 月． 
[10] 岡田仁志「仮想通貨のマネロン防止 自主規制から国家による規制へ」，『週刊エコ

ノミスト』，第 93 巻第 50 号, 34-36 頁, 2015 年 12 月． 
[11] 岡田仁志「急成長する『フィンテック』決済，投資に IT の波」，『岐阜新聞』，2016

年 1 月 28 日付朝刊，4 面，2016 年 1 月． 
[12] 岡田仁志「金融＋科学技術 フィンテックで 気軽に IT 決済」，『中日新聞』，2016

年 1 月 27 日付朝刊，12 面，2016 年 1 月． 
[13] 岡田仁志「高等教育機関の情報セキュリティ対策のためのサンプル規程集（2015

年版）」，国立情報学研究所 高等教育機関における情報セキュリティポリシー推進

部会, 2015 年 10 月． 
[14] 岡田仁志「増殖する次世代ビットコイン ユーロの再現狙うリップル」，『月刊ウェ

ッジ』，2015 年 5 月号，2015 年 4 月． 
[15] 岡田仁志 「タイの洪水における口コミ効果を解明する：レジリエンスの知恵を役

立てるために」，『Research View』，第 25 号，2015 年 11 月． 
[16] 岡田仁志「日曜に考える 創論･時論 ビットコインに未来はあるか 訪日客の利用、

起爆剤に」，『日本経済新聞』，2015 年 9 月 27 日付朝刊，9 面，2015 年 9 月． 
[17] 岡田仁志「フィンテック急成長 邦銀 ベンチャー提携急ぐ」，『西日本新聞』，2016

年 1 月 27 日付朝刊，6 面，2016 年 1 月． 
[18] 岡田仁志 「分散型決済システムの可能性」，『月刊金融ジャーナル』，2015 年 11

月号，22-27 頁，2015 年 11 月． 
[19] 岡田仁志 「黎明期にある仮想通貨をどう捉えるか 仮想通貨の技術がもたらす世

界」，『NII Today』，69 頁，2015 年 10 月． 
[20] 新保史生「「いわゆる『パーソナルデータ』の取り扱いをめぐる現状と課題」」，『国

民生活』，39 号，26-27 頁，2015 年 10 月． 
[21] 新保史生「改正個人情報保護法の概要」，『国民生活』，42 号，25-26 頁，2016 年

1 月． 
[22] 新保史生「個人情報としてのマイナンバーの管理」，『健康保険』，28-31 頁，2015
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年 10 月． 

[23] 新保史生「個人情報取扱事業者の義務に関する規定」，『国民生活』，44 号，25-26
頁，2016 年 3 月． 

[24] 新保史生 「個人情報保護制度の国際的な新局面」，『消費者法ニュース』，104 号，

2015 年 7 月． 
[25] 新保史生 「個人情報保護制度の世界の動き」，『消費者情報』，468 号，10-11 頁，

2016 年 1 月． 
[26] 新保史生 「個人情報保護法およびマイナンバー法の改正概要」，『JIPDEC 

IT-Report』，2015 Winter 巻，1-7，2015 年 12 月． 
[27] 新保史生 「個人情報保護法改正の趣旨を考える」，『消費者法ニュース』，105 号，

28-29 頁，2015 年 10 月． 
[28] 新保史生「個人情報保護法の改正内容」『国民生活』，43 号，25-26 頁，2016 年 2

月． 
[29] 新保史生「「ビッグデータ」の利活用と「グレーゾーン」」，『国民生活』，40，26-27，

2015 年 11 月． 
[30] 新保史生 「プライバシー権再考の時期―マイナンバーが転換点に（今を読み解

く）」，『日本経済新聞』，2015 年 11 月 22 日付朝刊，11 面，2015 年 11 月． 
[31] 新保史生 「マイナンバー可能性と課題（下）」，『日本経済新聞』，2015 年 4 月 17

日付朝刊，25 面「経済教室」，2015 年 4 月． 
[32] 新保史生 「「マイナンバー」の取扱いにあたって注意すべきこと」，『国民生活』，

41 号，26-27 頁，2015 年 12 月． 
[33] 新保史生 「ロボットと法」，『ＮＢＬ』，2015 年 11 月 1 日号，2015 年 11 月． 
[34] 牛尾奈緒美 （2015）「カギは「思い込み」の解消と、2 つの施策 優秀な女性のや

る気を維持しロールモデルを増やしていくには 牛尾奈緒美インタビュー」，『人

材教育』，第 27 巻第 3 号，32-35 頁． 
[35] 牛尾奈緒美 ・鹿生治行・小平達也・永野仁「第 12 回年次大会 パネルディスカッ

ション「多様性時代の人材育成」」（講演録），『人材育成研究』，第 10 巻第 1 号&
第 11 巻第 1 号，43-60 頁． 

[36] 藤川なつこ・中西晶 「高信頼性組織（HRO: High Reliability Organization）入

門 第 3 回：事故は起こるべくして起こる？」，『経営情報フォーラム（経営情報学

会誌）』，第 24 巻第 1 号，53-56 頁． 
[37] 浅井亮子 （2014）「情報倫理研究の最前線（4） 情報倫理研究におけるジェ

ンダーの射程」，『経営情報フォーラム（経営情報学会誌）』，第 23 巻第 2 号，158-161
頁． 

[38] アダムス，アンドリュー A.（2014）「情報倫理研究の最前線（3） 負担なきとこ

ろにクオリティの恵みは訪れる」，『経営情報フォーラム（経営情報学会誌）』，第

23 巻第 1 号，66-69 頁． 
[39] 折戸洋子 ・村田潔 （2014）「情報倫理研究の最前線（2） ソシアルメディアの進

展とビッグデータ時代を迎えてのプライバシー」，『経営情報フォーラム（経営情

報学会誌）』，第 22 巻第 4 号，321-324 頁． 
[40] 新保史生 （2014）「スマートメーターの導入に伴うパーソナルデータの取扱いを
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１５ 「選定時」及び「中間評価時」に付された留意事項及び対応 

＜「選定時」に付された留意事項＞ 

 組織調査の対象や方法にも留意されて，成果をあげられることを期待する。 

 

＜「選定時」に付された留意事項への対応＞ 

 日本国内における組織調査については，さまざまな組織において ICT の導入が進められて

いることを念頭に，企業，政府組織，教育機関，医療機関などに対する調査を，アンケート調

査ならびに半構造化インタビューを中心に行った。また，諸外国の組織をも調査対象にして

おり，たとえば 2014 年 8 月には，SP2 の研究の一環としてスウェーデンの国税庁

（Skatteverket），データ監査局（Datainspektionen），ウプサラ地方行政府（Uppsala Kommun）

を訪問して半構造化インタビュー調査を行い，現地における個人識別番号（PIN：Personal 

Identification Number）の利用のあり方と，センシティブデータの定義ならびに取り扱いに関す

る現地の中央・地方政府の考え方について質疑応答を行い，日本・スウェーデン間のセンシ

ティブデータに関する文化的差異を分析するための基礎データを取得することができた。 

 

＜「中間評価時」に付された留意事項＞ 

 5 つのサブプロジェクト相互の交流・連携を図り，より有機的にそれらが発展していくことが

望ましい。 

 

＜「中間評価時」に付された留意事項への対応＞ 

 サブプロジェクトリーダー間の密接な協力関係とリーダーシップの下，SP1～SP5 の研究活

動を有機的に連動させて研究課題を抽出し，さらに研究課題ごとに国内と会議の研究者から

なる研究チームを柔軟に組織して研究を推進した。その具体的な研究成果としては，特に，

最終的な研究業績が英文学術誌の特集号（近刊）に掲載される(a)エドワード・スノーデンの

暴露の社会的影響に関する国際比較研究，日本国内でのパイロット調査が終了している段

階の(b)個人情報のセンシティビティの認知に関する国際比較研究，ならびに，6 カ国でのパ

イロットスタディがすでに終了している(c)サイボーグ倫理に関する国際比較研究をあげること

ができる。 

 (a)は，監視，個人情報保護，センシティブ情報，専門職倫理，FLOSS，情報セキュリティ，情

報化組織に関わる研究プロジェクトであり，日本を含む 8 か国でほぼ同じアンケート票を用い

てアンケート調査を行い，その結果に基づいて聞き取り調査を実施するとともに，それらの結

果を各国の国家による監視の歴史と文化を踏まえて分析した。 

 （b）は，センシティブ情報ならびに個人情報保護，専門職倫理に関わるもので，これまでほ

とんど行われていない，「状況整合性」に基づくプライバシー概念を用いたシナリオ型のアン

ケート票を開発して，研究を進めている。 

 （c）は，監視，センシティブ情報，ジェンダー，情報セキュリティ，専門職倫理に関わる研究

であり，医療目的ではないウェアラブルならびにインプランタブルの開発と利用に注目して，

各国の社会・文化特性を踏まえた考察を行うものである。 
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１６ （千円）

研究費

設 備 0

18,385 13,162 5,223

設 備 0

科研費：3件　970千円

装 置 0

平
成
2
7
年
度

施 設 0

科研費：3件　11,700千円

科研費：3件　830千円

科研費：5件　10,800千円

科研費：3件　12,800千円

受託研究：1件　274千円

35,337 19,706 0

0

0

55,317

55,317

0

274

35,337 19,706

0

15,937

0 0

研究費 17,100 11,888

0

0

0

0

10,957 4,706

5,212

00 0

0 0 0

0 0

0 0

274 0 0

0

0 0 0

0

0 0 0

274

10,603

11,000

14,603

0

13,777

4,000

0

24,777

0

0

平
成
2
6
年
度

0施 設

装 置

研究費

設 備

総

額

総 計

研究費

平
成
2
8
年
度

施 設

装 置

平
成
2
5
年
度

設 備

施 設

装 置

研究費

平
成
2
4
年
度

施 設

装 置

設 備

共同研
究機関
負担

年度・区分

研究費

装 置

施 設

0

0

設 備

プロジェクト番号

寄付金 その他（　　　　　　　　　　）
受託

研究等

支出額 法　人
負　担

私　学
助　成

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　訳

備　考

S1291006
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プロジェクト番号 S1291006

１７
《施　　設》  （私学助成を受けていないものも含め、使用している施設をすべて記載してください。） （千円）

※　私学助成による補助事業として行った新増築により、整備前と比較して増加した面積
㎡

（千円）

ｈ
ｈ
ｈ
ｈ
ｈ

ｈ
ｈ
ｈ
ｈ
ｈ

ｈ
ｈ
ｈ
ｈ

ｈ

補助主体

補助主体

研究室等数

2013 1

整備年度

《装置・設備》　（私学助成を受けていないものは、主なもののみを記載してください。）

2250ビジネス情報倫理研究所

補助金額研究施設面積 使用者数

稼働時間数装置・設備の名称 台　　数型　　番 事業経費

事業経費施　設　の　名　称

（研究装置）

（情報処理関係設備）

補助金額整備年度

（研究設備）
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プロジェクト番号 S1291006
１８　研究費の支出状況研究費の支出状況 （千円）

  平成 年度

  平成 年度

研究支援

研究協力謝礼、学会参加費、SharePointOnlineサポート一式

研究支援推進経費 4,778

計 6,030 6,030
4,778 学内1人

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

外国1人
ポスト・ドクター

594 機器備品 594

計 594 594

計 11

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）
パーソナルコンピューター

図　　　　書

研究補助 11

11

時給900円，年間時間数12時間，実人数　1人

報酬・委託料 2,377 謝金 2,377

7,968計

旅費交通費 5,063 国内出張・海外出張 5,063 国内調査、海外調査
印刷製本費

光　熱　水　費
通信運搬費

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

消　耗　品　費 494 消耗品 494 書籍、ＰＣ関連消耗品

年　　　度 25

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

リサーチ・アシスタント 1,252 研究支援 1,252

教育研究用機器備品

主　な　使　途 金　　額

2,343
2,343

学内1人　

主　　な　　内　　容

研究協力謝礼、学会参加費

国際会議打ち合わせ弁当代・お茶代

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

21,663

電子ホワイトボード一式（BIGPAD）機器備品 771

771

研究支援推進経費

計

リサーチ・アシスタント

計

771

771
設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

21,663

3

国内・海外出張
11,966

0
8,769

会議費 113

小  科  目
主　な　使　途

0

主　　な　　内　　容

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

積　　算　　内　　訳

書籍、ＰＣ関連消耗品

金　　額

742消　耗　品　費

支　出　額

消耗品

年　　　度

教育研究用機器備品

人件費支出
（兼務職員）

旅費交通費
11,966

計

教育研究経費支出

（会合費）

報酬・委託料
（賃借料）

24

図　　　　書
計

2,343
2,343

7,968

研究支援

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

ポスト・ドクター

教育研究経費支出
（兼務職員）

113

会議費 国際会議打ち合わせ弁当代・お茶代34（会合費） 34

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

人件費支出 11

70 賃借料 70 国際会議会場使用料

0

国内調査、海外調査

資料郵送（海外郵送含む）宅急便、郵便費3

印刷製本費 0
8,769

謝金

通信運搬費

742

光　熱　水　費



（様式２）

プロジェクト番号 S1291006

  平成 年度

  平成 年度

研究支援推進経費 5,513 研究支援 5,513 学内1人
計 6,701 6,701

リサーチ・アシスタント 1,188 研究支援 1,188 外国1人
ポスト・ドクター

計 339 339

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

教育研究用機器備品 339 機器備品 339 パーソナルコンピュータ

図　　　　書

計

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

（兼務職員）
教育研究経費支出

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

人件費支出

（会合費） 9 会議費 9 会議打ち合わせ弁当代・お茶代

計 10,060 10,060

旅費交通費 7,284 国内・海外出張 7,284 国内調査、海外調査

報酬・委託料 2,407 謝金 2,407 研究協力謝礼、学会参加費、SharePointOnlineサポート一式

通信運搬費
印刷製本費

積　　算　　内　　訳

光　熱　水　費

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容

消　耗　品　費 360 消耗品 360 書籍、ＰＣ関連消耗品

年　　　度 27

小  科  目 支　出　額

ポスト・ドクター

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容

外国1人

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品

計

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

リサーチ・アシスタント 1,188 研究支援 1,188

6,637 6,637

計

研究支援推進経費 5,449 研究推進員（共同研究員） 5,449 学内１名

計 28

図　　　　書

28 時給1,000円，年間時間数28時間，実人数　２人
（兼務職員）

教育研究経費支出

8,997

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

28

人件費支出 28 研究支援

（会合費） 127 会議費 127 会議打ち合わせ弁当代・お茶代

計 8,997

旅費交通費 5,330 海外出張 5,330 海外調査

報酬・委託料 3,528 謝金 3,528 研究協力謝礼、学会参加費、SharePointOnlineサポート一式

通信運搬費
印刷製本費

年　　　度 26

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

光　熱　水　費
消　耗　品　費 12 消耗品 12 書籍、ＰＣ関連消耗品
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  平成 年度

計 6,836 6,836

ポスト・ドクター

研究支援推進経費 5,600 研究支援 5,600 学内1人

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

リサーチ・アシスタント 1,236 研究支援 1,236 外国1人

図　　　　書
計

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品

教育研究経費支出
計

人件費支出
（兼務職員）

計 11,549 11,549

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

報酬・委託料 3,852 謝金、学会参加費 3,852 研究協力謝礼、学会参加費

印刷製本費
旅費交通費 7,276 海外出張 7,276 海外調査

光　熱　水　費
通信運搬費 5 宅急便、郵便費 5 書籍郵送・書籍運搬

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

消　耗　品　費 416 消耗品 416

年　　　度 28

書籍、ＰＣ関連消耗品

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容


